




































“Mental” in the mental disability; 
Findings from works by Dr. Syuzo KURE in the Meiji era
Kenji TOYOTA
熊本学園大学論集『総合科学』 平成 29 年（2017 年）3 月 25 日
（1）
― 64 ―（64） 熊本学園大学論集『総合科学』　第 22 巻　第 1 号（通巻 43 号）
1 章　呉秀三と精神病学

























因みに、「精神病院法」の第 1 条、第 2 条を以下に紹介することにしたい。（4）
　　第 1 条　主務大臣ハ北海道又ハ府懸ニ對シ精神病院ノ設置ヲ命スルコトヲ得










明治 15 ～ 20 年 3 病院
21 ～ 25 年 2 病院
26 ～ 30 年 0 病院
30 ～ 35 年 7 病院
35 ～ 40 年 2 病院
40 ～ 44 年 10 病院





























































1919 3 月 27 日「精神病院法」の交付
1923 9 月 1 日関東大震災
1932（昭 7）年 呉秀三死去


















































































1866（慶応 2）年であるが、その体験を得たのは 1862（文久 2）年であつた。呉は西欧滞在
中に研究対象の「精神病院」を視察したはずであり、その施設の堅牢無比に驚愕したと思わ
れる。藤澤はその年 1 月 1 日に長崎を出帆して、インド洋・スエズ・地中海を経てマルセイ
ユに到着。その後、フランス・イギリスなどを訪問して、11 月 11 日に帰国している。（14）
　福澤が「癲院」の日本語を使用したのは、明治のこの時期において「癲院」「癲狂院」と
称されていたからである。因みに、京都癲狂院開業（1875 年）、愛知公立病院に癲狂室落成













乗り出すのである。1910（明治 44）年から 1916（大正 5）年までの期間をかけて、夏の休暇
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べての病院のベッド数に占める割合は 5 分の 1 に当たる。この精神科での病床数と割合の多
さは先進諸国のなかで群を抜いている。また、精神病院での経営主体では、民間営利（医療












































― 76 ―（76） 熊本学園大学論集『総合科学』　第 22 巻　第 1 号（通巻 43 号）
図表－4　生活費の収入源
出所：NPO 法人全国精神障害者ネットワーク協議会調査研究会『第 2 回精神医療ユーザー・



















とであり、他方で「自分の収入だけ」の回答が約 3 分の 1 に留まることである。ちなみに、







自分の収入 + 家族の収入 202 20.5%
ほとんど家族の収入 173 17.6%
全額家族収入 65 6.6%
























5 ～ 9 才 8 0.8%
10 ～ 14 才 28 2.8%
15 ～ 19 才 258 25.5%
20 ～ 24 才 287 28.3%
25 ～ 29 才 179 17.7%
30 ～ 34 才 114 11.3%
35 ～ 39 才 57 5.6%
40 ～ 44 才 38 3.8%
45 ～ 49 才 22 2.2%
50 ～ 54 才 18 1.8%
55 ～ 59 才 2 0.2%






































































































　ドイツの科学の優位を示す当時のデータがある。1875 年から 1900 年までにおいて、生理



















　1945 年 5 月、ドイツ降伏。べ―テルに「共生」という光が戻ってきた。フォン・ボーデ
ルシュヴィング総合医療・福祉施設べ―テル、施設利用者は約 2 万人、施設居住の障害者は

















　（10）H. モーズレー『精神病約説』神戸文哉訳、1876 年）（復刻版、新樹会、1973 年）
　（11）木村敏『人と人との間』弘文堂、1972 年、178 頁
　（12）同上、178-202 頁を参照





　（18）R. ウイリアムズ『キーワード辞典』（岡崎康一訳、晶文社、1980 年、37 頁）
　（19）同上













　　　 保壽『空海』創元社、2009 年、201 頁）
　（25）北村他編集『50 音引き中国語辞典』講談社、2000 年



















― 82 ―（82） 熊本学園大学論集『総合科学』　第 22 巻　第 1 号（通巻 43 号）
　（35）厚生労働省は、精神病院での約 32 万床に及ぶ病床数と長期入院患者のなかで、とくに「社会的入院」
　　　 相当の患者の退院促進の施策がとられている。2008（平成 20）年に「精神障害者地域移行支援特別
　　　 対策事業」の開始、その制度が 2010 年に「精神障害者地域移行・地域定着支援事業」に再編される。
　　　 さらに、2012 年にはその事業がさらに、「地域移行支援」と「地域定着支援」に分化されている。同年、
　　　 障害者自立支援法は、「障害者総合支援法」に改正されている。上記のように、目まぐるしく精神
　　　 障害のある人に関する法制度が回転している。この法制度の状況では制度の検証は不可能に近い。
　（36）たとえば、「東京・無年金障害者をなくす会」の 1998 年からの活動を参照
　（37）たとえば、福島・百瀬「障害年金の国際的動向」『年金と経済』Vol.28,No.4、参照
　（38）『精神病者私宅監置ノ實況及ビ其統計的観察』前掲書、1 頁
　（39）同上、139 頁
　（40）「 society は、たとえ非常に一般的で、非個人的であっても、われわれみんなが所属するものであり、
state は権力機構なのである。」（『キーワード辞典』前掲書、353 頁）
　（41）柳父章『翻訳語成立事情』、岩波書店、1982 年、3－22 頁、参照
　（42）潮木守一『ドイツの大学』講談社、1992 年、211－219 頁
　（43）小俣和一郎『ナチスもう一つの大罪』人文書院、1995 年、30 頁
　（44）同上、33 頁
　（45）橋本孝『べ―テル』（西村書店、2009 年）を、参照されたい。
（20）
